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論　文　の　内　容　の　要　旨
　本論文は，独立達成以降のタンザニアに供与された開発援助の効果について論じたものであり，6章から
成っている。第 1章では農業国であるタンザニアの歴史的・政治的背景を述べ，その調査方法を説明し，ま
たこの論文の根底にある持論の正当性を主張している。第 2章ではこれまでの関連研究の状況を手短にまと
め，さらに供与国側からの主要な援助目的について，また分析モデルを選択した理由について述べている。
著者はまた理論的一般的な概念上の民間の貯蓄資産への開発援助の影響についても論じている。第 3章で論
じられるのは，タンザニア援助に対する供与国側からの戦略である。著者はそれを 3つの時期に分けている。
まず 1961年から 1970年代末までの経済成長期，そして 1980年代の危機の時期，そして 1980年代の後期と
1990年代における整理統合期である。
　第 4章では，タンザニア経済への開発援助の影響を検証しているが，その際経済成長，投資，貯蓄資産を
とくに考慮している。第 5章では，対タンザニア開発援助のマクロ経済的効果について分析するとともに，
さらに経済の自主性の問題へと踏み込んでおり，また資本形成，農業市場ならびに産業製品市場の国際経済
における複雑な絡み合い，そして途上国援助に対する政治戦略の意味や援助効力の目標設定などの問題を取
り上げている。第 6章では前章までの議論を総括すると共に，様々政策提言を行っている。
　著者は，1961年以降のタンザニアにおける特定の経済分野を抽出し，開発援助の経済的効果を測定する
ハロッド・ドマールモデルを用い，3つの時期に分けてこれを検証している。第 1期は，プラグマティックに，
当時のアフリカの内部状況に整合的な社会主義経済支配に特徴づけられる時期であり，このモデルから分析
すると，タンザニア政府は，発展とはヨーロッパを志向することであると理解していたと考えられる。この
時期（1961年から約 1980年まで）タンザニアは，その開発援助を主として社会民主党が政権をとるヨーロッ
パ諸国，第一にデンマークから供与されていた。デンマークをはじめとする援助供与国の援助は，博愛主義
的な使命感からなされたもので，援助の見返りとして特別な政治的条件を付けることもなく，特定の経済モ
デルを採用するよう求めることもなかった。この援助を利用して，タンザニアではサハラ南部にあるアフリ
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カ諸国にとって手本となる教育・医療のインフラ構造が構築されたのである。タンザニア政府は，国が統制
する市場において産業製品の輸入代金を換金作物により支払おうとした。この時期の援助を経済統計で測れ
るほどの影響をタンザニアに与えることはなかった。
　第 2の時期である 1980年代には，供与諸国，またとくに IMFなどの国際金融機構の中から援助供与に
際して条件をつけようと迫る動きが現われ，タンザニア政府に対しては市場開放を義務付ける。こうして
1980年代には援助供与に際し条件が付けられるケースが増加したものの，いまだタンザニアへの対応は柔
軟かつ穏健なものであった。とはいえ 1980年代は，旱魃が続き，さらにグローバル市場における穀物価格
も値下がりし，また隣国ウガンダでは戦争が勃発，構造改革の勢いも鈍るなど困難な時期となったのである。
そして構造改革は貫徹したものの，生産性は後退し，税収は減少し，貧困が増大した。こうしたなかでタン
ザニア政府は，輸入代替政策をとることでこれに対抗しようとしたが，しかし供与された援助金の一部を，
経常費の支払いに充てざるを得なかった。このため開発援助を助けとして経済成長が生まれることはなかっ
たのである。
　第 3の時期は，グローバル化拡大の影響下にあって，国の財政赤字が毎年拡大し，このため開発援助金を，
国の歳出に廻す割合を増やさざるを得なかった時期であった。さらにいわゆる供与の疲弊（donor fatigue）
も起こり，援助も縮小した。タンザニア政府はこの時期，ミクロ金融機関を振興して，これを通じ投資資金
が小規模農家に直接行き渡らせることによって経済成長を促そうとした。縮小したとはいえ，著者は援助に
よって経済成長がもたらされた一時期とみなしている。
　結論的に著者は 1961年以降のタンザニア経済発展について，第 1，第 2の時期における開発援助は経済
成長の刺激とはならなかったとの総括している。ただ第 3期においてのみ，開発援助が経済成長を刺激した
ことをわずかに確認できると結論づけている。総じて，タンザニアの例からすれば，途上国に対する開発援
助は，貧困だけでなく継続的な開発の遅れもまた防ぐことにはならなかったのである。
審　査　の　結　果　の　要　旨
　本論文は，タンザニアを一つの事例として途上国に対する開発援助が該当国に及ぼす経済上の影響を論じ
ており，その中でとくに開発援助が個人の貯蓄資産の増加につながったのか，また経済成長に貢献したのか，
これらに焦点をあて究明しようとしている。著者の狙いは，途上国に対する開発援助は長期的にみて経済成
長を促すとする仮設を検証することにある。なぜなら，この仮設こそが，援助供与国，とくにヨーロッパ諸
国においては発展途上国に対する主たる開発援助の理由となっているからである。
　著者がタンザニアを例に挙げたのには十分な理由がある。タンザニアは過去 30年間，援助供与国との間
にさして問題になるほどの政治的争いを起こすこともなく，継続的援助を受けているからである。また他の
援助諸国と異なり，タンザニアへの贈与や借款の供与額はこの間ほとんど変動していない。つまり，タンザ
ニアにおいては，政治的な抗争や社会不安といった要素を捨象することが可能であり，途上国対する開発援
助が当該国の経済成長にどのように貢献しているかを検証する条件が他の多くの被援助国よりも整ってい
ると考えられる。本論文は，タンザニアの経済動向に関する広範かつ長期にわたるデータベース（1970年
－ 1993年）に基づいて著述され，開発援助を被援助国の視点から分析するという，開発援助政策にとって
は新しい手法を採用している。また開発援助プロジェクトならびにこうしたプロジェクトを根拠におく戦略
を評価するための新しい尺度を提案し，とくに貯蓄資産形成に対する開発援助の影響を経済成長のインディ
ケーターと見なすという新たな分析視座を導入し，議論を説得力のあるものとしている。
　本論文は，タンザニアの事例分析の結果が，開発途上国における開発援助と経済成長の関連について，ど
の程度普遍性のあるものかについては議論の余地があるものの，被援助国の立場に視点を置きつつ，長期間
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にわたる大量のデータを分析し，援助の効果を長期的に評価する際の尺度や基準を示した点は，優れた独創
性があり，今後の関連研究にも大きな影響を与えるものと評価できる。また本論文に関連する歴史分析，理
論及び政策評価についての代表的な研究文献を批判的に検討するなかで，開発援助プロジェクトやその戦略
を評価するこれまでの一般的な基準を問題化し，開発援助を評価するに当たっては経済的政治的側面だけで
なく，社会政策上の基準の重要性を指摘している点も十分な説得力がある。
　よって，著者は博士（国際政治経済学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
　
